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日本ボイラ協会 ボイラー・圧力容器等研究助成 2019，2020年度助成課題  成果報告会   

 日 時  2021年 7月28日(水)  13:30～16:30 

場  所    日本ボイラ協会第1会議室(3F)   一般参加者（現地参加）15名程度＊ 申込み順とし，現地定員

を超える場合は ZOOMによるオンラインでの参加＊になります。 

   

○ 開会の挨拶  13:30 ～ 13:35   日本ボイラ協会会長 刑部 真弘 

○ 研究助成成果報告 (Ⅰ) 13：35 ～ 14:35    座長 辻 裕一 (東京電機大学) 

1)  結晶組織学的損傷発達挙動解析 機械学習システムの構築とそれによる余寿命予測 注1 

山崎 泰広 (千葉大学)  

2)   炭素鋼の長時間クリープによる黒鉛化に関する研究 
注2       澤田  浩太 (物質・材料研究機構)  

3)   高温水素中のクリープ強度データの蓄積と水素による強度低下メカニズムの解明 
注2 

久保田 祐信 (九州大学)  

 

○ 研究助成成果報告 (Ⅱ) 14:40 ～ 15:20         座長 川口  修 (慶応義塾大学名誉教授) 

4)  燃焼ガス高速モニタリングを実現する光ファイバプローブ式レーザ分光ガスセンサの開発 
注1 

西田 耕介 (京都工芸繊維大学) 

5)  複雑ネットワークと機械学習を組み合わせた燃焼振動の検知技術の開発 
注1 

後藤田 浩 (東京理科大学) 

○ 研究助成成果報告 (Ⅲ) 15:25 ～ 16:25       座長 蓮沼 将太 (青山学院大学) 

6)  広帯域電磁波を用いた熱交換器内金属配管の欠陥検出法 
注1    本島 邦行 (群馬大学 )  

7) 多重化可能な光ファイバ超音波センシング技術を用いた高温実環境における損傷可視化技術の構築 
注2

 

于 豊銘 (東京大学生産技術研究所) 

8） ニードルピーニングによる打痕形状のバラツキが疲労強度に及ぼす影響の解明 
注2 

笛木 隆太郎 (海上・港湾・航空技術研究所) 

 

○ 閉会の挨拶  16:25 ～ 16:30   日本ボイラ協会副会長 寺岡 忠嗣 

  

各報告とも，報告15分，質疑 5分       注1： 2019年度助成課題，  注2： 2020年度助成課題 

 

* 参加登録  当協会HPの問合わせフォーム（研究助成）に「成果報告会参加登録」（現地参加ご希望の場合は，そ  

        の旨を付記してください。）と明記して申込みください。 
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炭素鋼の長時間クリープによる黒鉛化に関する研究 

澤田浩太、畠山友孝、関戸薫子、木村一弘 
物質・材料研究機構 

 
Graphitization during long-term creep in carbon steels 

Kota Sawada, Tomotaka Hatakeyama, Kaoru Sekido, Kazuhiro Kimura 
 
概要 
 炭素鋼(STB410)の長時間クリープ試験片のねじ部および平行部における黒鉛化の有無およびその程度を
組織観察により調査した。ASME 規格、JIS 規格では 425℃以上で黒鉛化について注意喚起されているが、
本研究では、400℃・約 25万時間でクリープ破断した試験片の平行部において黒鉛化が確認された。一方、
同破断試験片のねじ部では黒鉛化の程度は小さかったことから、クリープ中の負荷応力あるいは変形が黒
鉛化を促進していることが分かった。 

 
キーワード：炭素鋼、長時間クリープ、黒鉛化、応力、時効 
 
1  緒言                       
 炭素鋼は、フェライト－パーライトの二相組織
であるが、パーライトを構成するセメンタイトは
準安定相であるため、高温・長時間の時効により、
セメンタイトは分解し、平衡相である黒鉛が生成
する。実機では、溶接熱影響部に生成した黒鉛が
起点となる破壊事例が報告されている 1,2)。ASME

規格や JIS規格では、425℃以上において黒鉛化に
ついて注意喚起されている 3,4)。しかし、黒鉛は平
衡相であるため、425℃より低い温度においても、
極めて長時間では黒鉛化が生じる可能性もある。
さらに、溶接熱影響部と母材の化学成分に違いは
ないため、平衡相である黒鉛は母材においても生
成する可能性があるが、母材についての報告例は
少ない。 

物質・材料研究機構では、火力発電プラントや
石油化学プラントで使用される国産の規格材につ
いて、10万時間クリープ特性を取得することを目
的としたクリープデータシート事業を実施してい
る 5)。そこで、本研究では、10万時間クリープ特
性を取得済の炭素鋼(STB410)6)の長時間クリープ
試験片を用いて、母材の黒鉛化の有無やその程度
について系統的な調査を行うことを目的とした。 

なお、炭素鋼(SB480)における黒鉛化についても
調査したが、詳細は文献 7)を参照されたい。 

2  実験方法 
 供試鋼は STB410 で、2 ヒート(CAB ヒート、
CAG ヒート)を調査した。両ヒートの化学成分、
フェライト粒度番号、パーライト面積率を表 16)に
示す。平行部直径 6mm、標点間距離 30mmの丸棒
試験片を用いてクリープ試験を実施した。クリー
プ試験の温度・応力は 400℃～500℃・69～373MPa

で、破断時間は 61.0～250,005.9hであった 6)。クリ
ープ破断材のねじ部および平行部を、光学顕微鏡
および走査型電子顕微鏡(SEM)を用いて観察した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3  結果および考察 
 図 1に、応力－破断時間線図 6)を示す。CAGヒ
ートでは、高応力－短時間領域から低応力－長時

表1 供試鋼の化学成分(mass%) 

C Si Mn P S

Requirement* ≤0.32 ≤0.35 0.30-0.80 ≤0.035 ≤0.035

CAB 0.20 0.28 0.60 0.018 0.008

CAG 0.21 0.21 0.62 0.014 0.014

Cr Mo Cu Al N

Requirement*

CAB 0.045 0.010 0.05 0.005 0.0066

CAG 0.046 0.019 0.05 0.008 0.003

Requirement*

CAB

CAG 8.5 18.2

Ferrite grain size number Pearlite area (%)

7.9 17.0

*STB410, JIS G 3461-1988 



3 
間領域にかけて強度のトレンドは類似しているの
に対して、CABヒートでは、特に 400℃の長時間
域の強度トレンドが短時間域の強度トレンドと異
なる傾向を示している。また、短時間域では、CAG

ヒートと CAB ヒートの間にクリープ強度の差は
認められないが、長時間域では CAG ヒートのク
リープ強度は CAB ヒートのそれに比べて高いこ
とが分かる。木村らは、炭素鋼の長時間クリープ
強度と Mo 量の間に良い相関があることを報告し
ており 8)、図 1 におけるクリープ強度のヒート間
差はMo量の違いによるものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2に、両ヒートの初期の光学顕微鏡組織を示
す。いずれのヒートもフェライト－パーライト組
織であり、ボイラチューブ材の長手方向(紙面の上
下方向)にパーライトが並んで分布している。両ヒ
ートの組織に大きな違いは認められない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図 3に、CABヒートのクリープ破断材の平行部

における光学顕微鏡組織を示す。いずれの温度に
おいても短時間破断材では、初期組織と大きな違
いは認められない。一方、高温・長時間破断材に
なるほどパーライト組織が崩れていることが分か
る。同様の傾向は CAGヒートでも確認された。 

しかし、図 3において黒鉛と推察されるような箇
所は確認できなかった。そこで、黒鉛化を確認し 

やすくすることを目的として、化学腐食せずに組 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 炭素鋼の応力－破断時間線図 

図 3 CABヒートのクリープ破断材平行部の組織 

CAB CAG 

図 2 炭素鋼の初期組織 
    

：チューブ長手方向 
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織観察を実施した。図 4に、CABヒートのクリー
プ破断材(500℃、23,159.8h)および CAG ヒートの
クリープ破断材(500℃、86,162.2h)平行部の光学顕
微鏡組織を示す。黒鉛の同定については後で述べ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

るが、特に CABヒートでは、矢印で示す黒鉛が試
験片長手方向(チューブ長手方向)に沿って分布し
ていることが分かる。黒鉛化にはパーライトの分
解が必要であるが、図 2に示すようにパーライト
はチューブ長手方向に沿って分布しており、図 4

の黒鉛の分布は初期のパーライトの分布を反映し
ているものと考えられる。図 5に、CAGヒートの
500℃、86,162.2h でクリープ破断した試験片平行
部の SEM観察結果を示す。二次電子像(SE image)

において 50～60μm 程度の大きさの黒い粒子が認
められた。SEM-EDSによる元素マップおよび点分
析の結果から、炭素が濃化していることが確認さ
れ、黒鉛化が生じていると判断した。なお、若干
の Si および O が黒鉛内部に確認されたが、これ
らの存在と黒鉛生成との関連は現時点では不明で
ある。 

 図 6 に、CAB ヒートの 400℃、250,005.9h 破断
材平行部の SEM 観察結果を示す。紙面水平方向
に沿って分布している Si-O-Al 系介在物近傍に、
20～30μm 程度の大きさの黒鉛が確認された。こ
れまで ASME 規格や JIS 規格では、425℃以上に
おいて黒鉛化の注意喚起が記載されていたが、本 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 CAGヒートの 500℃, 69MPa, 86,162.2h破断材平行部の
SEM組織 

黒鉛 

図 4 CABヒートの 500℃, 69MPa, 23,159.8h破断
材(上)およびCAGヒートの 500℃, 69MPa, 
86,162.2h破断材(下)平行部の光学顕微鏡組織(化
学腐食なし) 

黒鉛 

1mm 

黒鉛 

1mm 

試
験
片
長
手
方
向

(応
力
軸
方
向

) 
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研究の結果は、炭素鋼の使用時間によっては、
400℃においても黒鉛化に注意する必要があるこ
とを示唆している。図 7に、図 4と同様のクリー
プ破断材ねじ部の光学顕微鏡組織を示す。紙面の
上下方向が試験片長手方向(チューブ長手方向)で
あるが、同方向に沿って若干の黒鉛が分布してい
ることが確認された。しかし、図 4と比べると、
黒鉛化は進んでいないことが分かる。このことは、
クリープ中の応力あるいは変形が黒鉛化を促進し
ていることを示唆している。なお、炭素量が若干 

多い SB480(0.3mass%C)9)においても黒鉛化の状況
を調査した 7)。この場合、図 8に示すように 400℃

のクリープ破断材において、紙面水平方向の応力
軸に対して高角度の粒界に沿って伸長した黒鉛が
確認された。また、図 9に示すように黒鉛の中に
割れが認められたことから、黒鉛が割れの起点に
なることが示唆された。SB480のクリープ強度は、
STB410より高いため、類似した温度・破断時間を
示す負荷応力は、SB480 で 294MPa(図 8)であり、 
STB410 の 157MPa(図 6)より大きい。つまり、応
力レベルの違いが、黒鉛の形状の違いに関係して
いる可能性がある。実際、SB480で、500℃、88MPa、
85,699.2h でクリープ破断した試験片平行部にお
いて、図 8とは異なり、塊状の黒鉛が確認されて
いる 7)。これは、負荷応力が低いためであると考
えられる。なお、SB480 においても 400℃におい
て黒鉛化が確認されたことから 7)、STB410と同様
に使用時間によっては 400℃においても黒鉛化に
注意する必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2に、STB410(CABヒート)のクリープ破断材平
行部において黒鉛が観察された条件を示す。
SB480 のクリープ破断材平行部において黒鉛が観
察された条件 7)に比べると、STB410では、黒鉛が
生成する時間が遅い。これは両鋼の炭素添加量の
違いや先述した応力レベルの違いが関連している
と思われる。 
 
 
 

黒鉛 

1mm 

図 7 CABヒートの 500℃, 69MPa, 23,159.8h破断
材ねじ部の光学顕微鏡組織(化学腐食なし) 

図 6 CABヒートの 400℃, 157MPa, 250,005.9h破断材平行部の SEM組織および EDS分析結果 

Si-O-Al系介在物 

10μm 試験片長手方向(応力軸方向) 
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4  結言 
 炭素鋼(STB410)の長時間クリープ破断材のねじ
部および平行部の組織観察の結果、下記のことが
分かった。 

400℃～500℃のクリープ破断材平行部におい
て、黒鉛の生成が確認された。また、500℃のクリ
ープ破断材ねじ部においても黒鉛化が認められた
が、平行部に比べて黒鉛化の程度は小さかった。
このことは、クリープ中の負荷応力や変形が黒鉛
化を促進していることを示している。また、
STB410 において黒鉛が生成する時間は、炭素鋼

(SB480)に比べて遅かった。ASME規格や JIS規格
で黒鉛化の注意喚起がなされている温度(425℃以
上)より低い温度(400℃)であっても、負荷応力が高
く、長時間域では、黒鉛化に注意する必要がある。 
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図 9 SB480(0.3C)の 400℃, 294MPa, 232,983.5h
破断材平行部の SEM組織 

黒鉛 割れ 

4μm 黒鉛 

表 2 STB410(CABヒート)の黒鉛が確認され
た試験条件(平行部観察結果) 

400℃ 250,005.9h
450℃ 35,037.2h 70,357.0h 146,974.4h
500℃ 5,997.2h 23,159.8h

100μm 

図 8 SB480(0.3C)の 400℃, 294MPa, 232,983.5h
破断材平行部の光学顕微鏡組織(黒色矢印：黒鉛) 

試験片長手方向(応力軸方向) 
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高温水素中のクリープ強度データの蓄積と水素による 

強度低下メカニズムの解明 

    久保田 祐信 (九州大学カーボンカーボンニュートラル・エネルギー国際研究所）

１．緒言 

カーボンニュートラルに伴うグリーン成

長戦略の目標である経済と環境の好循環を

実現するための核となる技術の一つは，高

温型燃料電池（SOFC），高温水電解（SOEC）．

水素ボイラ等の高温で水素を利用する機器

である．文献によると 600℃において、水素

中ではアルゴン中と比較してクリープ寿命

が顕著に低下しているが [1]，データは少

なく，また，メカニズムは十分に解明されて

いない． 

 本研究の目的は，水素ボイラ等の高温水

素機器について，材料選定，許容応力の決

定，寿命推定などの基礎資料とするために，

水素中クリープに関するデータと科学的知

見を蓄積することである．具体的には，

600℃の高温水素中でクリープ試験を行い，

各種金属材料のクリープ強度に及ぼす水素

の影響を明らかにし，また水素中クリープ

強度低下のメカニズム解明に取り組む． 

 

2．水素中クリープ試験方法 

2.1 供試材 

本研究の供試材は，市販の工業用純鉄 JIS 

SUY-1 とオーステナイト系ステンレス鋼

JIS SUS310S である．供試材の化学成分を

表 1, 表 2 に示す． 

SUY-1 はフェライト系の材料で，成分も

微視組織もシンプルな BCC 結晶格子のモ

デル材料として実験に使用した．SUS310S

は，高温酸化性に優れるオーステナイト系

ステンレス鋼であり，耐熱ステンレス鋼と

して用途が広い構造材料である． 

SUY-1 については受け入れたままで実験

に使用した．SUS310S は，1323K 保持から

の水冷による溶体化処理を施した． 

表 1 SUY-1 の化学成分 (mass%) 

C Si Mn P S Ni Cr 

0.02 Trace 0.24 0.005 0.004 0.01 0.02 

 

表 2 SUS310S の化学成分 (mass%) 

C Si Mn P S Ni Cr 

0.02 0.27 1.10 0.029 0.001 19.13 24.08 

 

図 1 に供試材の微視組織を示す．SUY-1

はフェライト単相の微視組織であり，平均

結晶粒径は 52 m である．SUS310S はオ

ーステナイト単相の微視組織であり，双晶

が多数見られる．平均結晶粒径は 26 m で

ある． 

 

(a) SUY-1         (b) SUS310S 

図 1 供試材の微視組織 

2.2 水素中クリープ試験機・試験片・試験

条件 
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図 2 に水素ガス容器付きクリープ試験機

を示す．水素のシール材料に対する熱の影

響と摺動に伴う摩擦力の影響を取り除くた

め，銅ガスケットによる固定式シールとベ

ローズによる試験片の伸びの吸収を採用し

た．水素ガスの純度の維持を最優先として，

容器の外側から加熱する方式を採用した． 

ガスの温度は，容器内で試験片の標点間

中央に接触させたシース熱電対で測定した．

荷重はガス容器の外側の負荷軸の下端に取

り付けたロードセルで行った． 

 

図 2 水素ガス容器付きクリープ試験機 

 

ガス容器外側に取付けた変位計で負荷軸の

移動量を測定し，この変位をクロスヘッド

変位とした． 

図 3 にクリープ試験片の形状・寸法を示

す．標線部直径 4 mm，平行部長さ 30mm

の中実丸棒試験片である．クリープ試験後

に表面の観察を行うことを考えて，試験片

表面はアルミナ粒子によるバフ研磨で鏡面

仕上げを行った． 

 

 図 3 クリープ試験片（mm） 

 クリープ試験は，アルゴン中と水素中で

行った．ガスの温度は 600℃，ガスの圧力は

0.12 MPa（絶対圧力）とした．水素ガスと

アルゴンガスの純度（ボンベのガスの分析

値）は，いずれも 99.9999%である．この温

度と圧力で SUS304 鋼に侵入し飽和する水

素量は，San Marchi らの論文 [2] を参考に

して，5.3 mass ppm と推定される．クリー

プ試験中，ガスの純度を維持する配慮とし

て，一定流量（40 ml/min）でガスを流した

まま実験を行った． 

水素ガスを容器に注入してガスの温度が

600℃に達した後，試験片の断面全体に均一

に水素が分布するまで無負荷で保持し，そ

れからクリープ試験を開始した．アルゴン

中のクリープ試験の場合も，水素の場合と

試験片の受ける熱履歴を同じにするため，

600℃のアルゴン中に試験片を 3 時間無負

荷で曝露した後にクリープ試験を開始した． 

 

3．実験結果と考察 

3.1 600℃における引張試験 

 クリープ試験に先立って，クリープ試験

温度における供試材の機械的性質を得るた

め，600℃のアルゴン中で引張試験を実施し

た．引張試験にはクリープ試験片と同一の

形状・寸法の試験片を使用した．ひずみ速度

は常温と 600℃のいずれの温度でも 10－3 /s

とした． 

表 3，表 4 に，20℃と 600℃で測定した

供試材の機械的性質を示す．また，図 4 と

図 5 に，それぞれ SUY-1 と SUS310S の

20℃，600℃の応力－ひずみ線図を示す．

SUY-1 について，600℃の降伏強度は 20℃

の約 64%となった．応力－ひずみ線図によ

ると，600℃では加工硬化による材料強度増
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加がまったく見られず，降伏後は伸びと共

に応力が低下して，結果として降伏強度と

引張強さが同じ値となった．600℃では破断

伸びも顕著に減少した． 

 SUS310S について，600℃の降伏強度は

20℃の約 54%となった．600℃ではセレー

ションを伴いながら加工硬化が生じた．降

伏強度と引張強さの比は，20℃では 0.56，

600℃では 0.48 であるので，高温では回復

が強くなっている傾向がうかがわれる．破

断伸びは 600℃では 20℃に比べて顕著に減

少した. 

表 3 SUY-1の機械的性質 

試験温

度

（℃） 

降伏強

度 

(MPa) 

引張強

さ

(MPa) 

伸び 

(%) 

絞り 

(%) 

20 188 297 43 92 

600 121 122 18 99 

 

表 4 SUS310Sの機械的性質 

試験温

度

（℃） 

降伏強

度 

(MPa) 

引張強

さ

(MPa) 

伸び 

(%) 

絞り 

(%) 

20 328 581 48 87 

600 179 370 27 76 

 

 

 

 

 

図 4 SUY-1の引張試験の 

応力－ひずみ線図 

 

 

図 5 SUS310Sの引張試験の 

応力－ひずみ線図 

 

3.2 SUY-1 の水素中クリープ試験 

 図 6 に SUY-1 のクリープ曲線を示す．図

には応力 = 60 MPa と 40 MPa の結果を示

したが，いずれの応力でも，水素中でクリー

プ寿命が大きく低下した． 

600℃での SUY-1 の降伏強度は 121 MPa

であるため，これらのクリープ試験応力は，

降伏強度よりもかなり低いが，クリープ寿

命はかなり短い．図 3 の引張試験結果によ

ると，600℃では加工硬化と回復のバランス

において回復が大幅に勝っている状態であ
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り，このことは 600℃では変形に対する抵

抗が非常に小さいことを意味する．従って，

降伏強度よりもかなり低い応力であっても

クリープ変形が謙著に生じたものと考えら

れる． 

純鉄のクリープに対する水素の影響は，

横川らの結果 [3] と同様である．横川らは

SUY のクリープ寿命が水素中ではアルゴン

中と比べて顕著に低下するメカニズムにつ

いて，水素侵食による脱炭としている [3] 

が，本研究ではこの点については未確認で

ある．  

 図 7，図 8 に，SUY-1 のクリープ試験で

破断した試験片の外観と破面を示す．チゼ

ルポイント型の破壊を呈した．低合金鋼の

常温の引張試験中の水素脆化では，応力－

ひずみ線図の頂点付近で発生した微小な表

面き裂が，水素中では進展して試験片を破 

 

図 6 SUY-1 の水素中クリープ試験結果 

 

断させ，一方，窒素ガス中では同じように発

生したき裂が成長せずに試験片がくびれて

内部から破壊が生じるために，水素中で破

断伸びが減少する [4]．一方，クリープ試験

においては，水素中とアルゴン中では試験

片表面の様相に顕著な違いは認められず，

水素がクリープ破壊に影響する機構が常温

の水素脆化とは異なることを示唆している． 

 

 

 

 

 

(a) アルゴン中    （b) 水素中 

図 7 SUY-1 のクリープ破断の様相 

（ = 60 MPa） 

 

3.3 SUS310S の水素中クリープ試験 

 図 9 に SUS310S のクリープ曲線を示す．

SUS310S においても，SUY-1 と同様に，定

常クリープ域のひずみ速度が，水素中では

アルゴン中と比べて加速しており，結果と

してクリープ破断寿命の低下が生じている． 

 

(a) アルゴン中 
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（b) 水素中 

図 8  SUY-1 のクリープ破面 

（ = 60 MPa） 

 

 

図 9 SUS310S の水素中クリープ試験結果 

 

本実験の範囲では，SUS310S の水素によ

るクリープ寿命の低下の度合いは，SUS304

の結果 [1] と比較して少ないが，さらに広

い応力の範囲でデータを取得する必要があ

る.  

 表５に SUS310S のクリープ試験を = 

310 MPa で行った時の伸びと絞りを示す．

水素中の方がアルゴン中と比較して伸びと

絞りの値が大きく，水素がクリープ試験の

延性を増加させている傾向がうかがわれる．

この傾向は，SUS304 と同様 [1] であり，

水素中のクリープ変形に関して SUS310S

と SUS304 の類似性が認められる．  

 

表 5 SUS310S のクリープ試験の 

伸びと絞りの値（ = 310 MPa） 

試験環境 伸び（%） 絞り（%） 

600℃ Ar 26.3 69.7 

600℃ H2 28.5 75.9 

 

 図 10 と図 11 に，SUS310S のクリープ試

験で破断した試験片の様相を示す．SUY-1

との違いは，アルゴン中の表面に多数の微

小き裂が観察されることである．反対に，水

素中では変形量が大きいのにき裂が発生し

ていない．破壊の形態はカップアンドコー

ン型を呈していることから，表面き裂がこ

の破壊を支配しているようには考えられな

いが，水素にはき裂の発生を遅らせる作用

があることが考えられる．この点に関して

は，SUS304 に関する論文 [1] の中で，水

素は転位上昇を促進させるため，変形が促

進する，そのため粒界三重点のひずみのミ

スマッチが緩和されて粒界のき裂の発生が

遅らせられているとの考察が見られる．図

9 の水素中では定常クリープ領域の変形が

加速されていること，伸び・絞りの増加と併

せて，水素の作用はクリープ変形の促進で

あることが示唆されている．  

 

(a) アルゴン中 
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 (b) 水素中 

図 10 SUS310S のクリープ破断の様相 

（ = 310 MPa） 

 

 

(a) アルゴン中 

 

（b) 水素中 

図 11 SUS310S のクリープ破断した 

試験片表面 

（破断面から 7 mm， = 310 MPa） 

 

図 12 に SUS310S のクリープ試験で破断

した試験片の破面を示す．アルゴン中と水

素中のいずれも，ディンプル破面を呈した．

ディンプルの性状（形状，直径，深さなど）

について，水素による明瞭な違いは見られ

なかった．SUS304 については，アルゴン中

では短寿命域ではディンプル破面，長寿命

域では粒界破面となることが報告されてい

る [5-7]．水素中でも同様の破面形態の遷

移は生じるが，長寿命側に移動することが

報告されている [1]．SUS310S についても，

より長寿命のクリープ試験を実施する必要

がある． 

 

 

(a) アルゴン中 

 

（b) 水素中 

図 12 SUS310S のクリープ破面 

（ = 310 MPa） 

3.4 水素の影響機構に関する検討 

 SUS304 の水素中クリープに関する研究 

[1] によると，転位クリープにより変形が

生じる範囲では，水素が空孔の拡散を促進

し，その結果，転位の上昇が促進され，クリ

ープ変形が加速すると考えられている．こ

の機構は，水素中では粒界破面の生成が抑

制されていること，水素中では定常クリー
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プ速度が増加していること，転位クリープ

の変形を現す構成式を基に空孔生成の活性

化エネルギーに対する水素の影響を議論す

ることなどから傍証がなされている． 

しかし，空孔に水素がトラップされると

空孔はほぼ移動しなくなるという計算結果 

[8] は，上の機構には反対の作用がある現

象と考えられる．これとはまた反対に，水素

は空孔濃度を著しく増加させ，その結果と

して原子の拡散を増加させるという研究結

果 [9] もある．つまり，SUS304 に対して

提案されているメカニズムは，さらに深い

検討を要するのが実情である．したがって，

本研究では，水素の存在下の原子の拡散に

ついて実験的な検討を試みた． 

水素により原子の拡散が促進されるかど

うかに関する検討方法は，Pd をトレーサー

として，試験片を水素中，アルゴン中で

600℃で同じ時間保持して，オージェ電子分

光法により表面から深さ方向への Pd 分布

を測定するというものである． 

 供試材は SUS304 で，試験片は図 3 のク

リープ試験片に平行平面部を設けたものと

円盤状の 2 種類を用意した．表面をバフ研

磨で鏡面とした後，PVD 装置で Pd 被膜を

膜厚 25 nm で形成した． 

 クリープ試験片について，600℃水素中と

アルゴン中でクリープ試験を行った（ = 

270 MPa）．試験時間は 44880 s として，破

断が起こる前に試験を終了した．円盤状試

料は，クリープ試験中にガス容器内のクリ

ープ試験片の傍に，荷重がかからない状態

で置いた．  

上の実験によって準備した試験片につい

て，オージェ電子分光分析を実施した．電子

線の加速電圧は 10 kV，スパッタイオン種

は Ar を用い，加速電圧 1 keV で 5 nm/min

のエッチング速度を得た．分析径は約 φ50 

nm である． 

図 13 に，600℃水素中でクリープ試験を

行った試験片に対する Pd の深さ方向分布

を示す．Pdの拡散量は多いところで200 nm

程度であった．Pd の検出量は測定点ごとに 

 

図 13 Pd コーティング試験片の 

600℃水素中クリープ試験後の 

Pd の深さ方向分布と、SEM 像 

大きく異なっており，同図の SEM 像に示す

ように，高温で生じた Pd の凝集によるもの

と考えられる．結果として，Pd の拡散量が

非常に小さく，測定場所によるばらつきを

考慮した上で，水素中とアルゴン中で Pd の

拡散に違いがあることの定量的な議論は困

難であった．今後は，より高温で拡散させた

り，トレーサーの元素を変えたり，拡散対に
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よる測定を行ったり，測定方法の改良を加

えていく予定である． 

別の検討として，空孔増加は電気抵抗の

変化をもたらすため [10] ，電気抵抗の測

定による空孔濃度の測定の可能性について

検討を行った．電気抵抗の測定は液体窒素

中で行ったために，600℃から冷却する過程

で空孔の状態を変化させないように，試験

片を急冷して空孔を凍結する必要がある．

凍結の方法は，図 14 に示す中に水素ガスな

いしアルゴンガスと試験片を封入したガラ

ス管を．加熱・保持後に水中でガラス管を粉

砕することによって行った．供試材は 3.１

と同じ SUS304 である．試験片は直径 3 mm，

長さ 81 mm の丸棒である． 

 

 
図 14 電気抵抗測定用 

ガラス管封入試験片 

 

実験結果を表 6 に示す．Dexter の計算 

[10] によれば，Au, Ag, Cu で比抵抗に及ぼ

す空孔の影響は 4.0×10-3 mΩmm/at% で

ある．仮に SUS304 でも空孔の影響が同程

度だと考えると，表 6 の結果は，水素中の

試料の方がアルゴン中の資料に比べて 0.9 

at% 程度空孔濃度が高いことになる． 

しかしながら，試験片の比抵抗に影響を

及ぼす因子は空孔濃度だけではないことに

注意が必要である．今回の測定では水素に

曝露した試験片に比抵抗の増加がみられた

が，材料内の水素の影響も考えられる．  

 

表６ 電気抵抗の測定結果 

加熱・保持条件 比抵抗 

（mΩmm） 

アルゴン中，大気

圧，600℃, 150 min 
0.4939 

水素中，大気圧，

600℃, 150 min 
0.4973 

 

4．結言 

 水素ボイラ，高温燃料電池，高温水電解セ

ル等の先進高温水素利用機器の安全性を支

える基礎的な研究として，SUY-1 工業用純

鉄と SUS310S オーステナイト系ステンレ

ス鋼を供試材として，600℃水素中とアルゴ

ン中で短寿命の範囲でクリープ試験を行っ

た．さらに，水素がクリープ寿命を低下させ

る機構として提案されている水素による転

位上昇の促進を検証する実験を，SUS304 を

供試材として試みた．  

（1）SUY-1 のクリープ寿命は，水素中の方

がアルゴン中よりも顕著に短くなった．  

（2）SUS310S のクリープ寿命は，水素中で

アルゴン中に比べて短くなった．水素

中のクリープ変形挙動には，SUS304 と

類似する点があり，水素がクリープ寿

命を低下させる機構として，SUS304 と

同様の水素による転位上昇が検討の有

力な候補である．  
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多重化可能な光ファイバ超音波センシング技術を用いた 

高温実環境における損傷可視化技術の構築 

于 豊銘・東京大学生産技術研究所 

 

A high-temperature damage visualization technique  

based on a multiplexing optical fiber ultrasonic sensing system 

Fengming Yu・Institute of Industrial Science, The University of Tokyo 

 

概要：750℃レベルで運用されるボイラ等のような構造物を、高温のままで診断することが可能な、光フ

ァイバ超音波センサによる検査システムの構築を目指した。はじめに、1000℃までの耐熱性を有する光

ファイバセンサとレーザ超音波可視化検査装置を組み合わせることで、750℃の高温のまま損傷状態を

評価できた。さらには、複数のセンシング部を形成した光ファイバを用い、多点での超音波検査にも成

功した。これにより、高温で運用したまま、大型の構造物の健全状態を高効率超音波検査で監視する、

新たな予知保全技術の創出に貢献することが期待できる。 

 

和文キーワード：高温環境、光ファイバセンサ、再生ファイバブラッググレーティング、超音波可視

化検査 

 

１．緒 言 

750℃レベルの高温環境で運用される構造物を、

高温のままで診断することが可能な高効率検査技

術は、火力発電所で稼働するボイラなどのような

高温構造のメンテナンスコストの削減に貢献する

ことが期待されている。超音波計測による損傷検

知は、それらの技術の 1つとして注目されている。

しかし現在、圧電セラミックス PZT製超音波セン

サは耐熱温度が 200℃であるため、高温環境下で

の適用が困難である。 

一方で、ガラス製の光ファイバは 1000 ˚C 以上

の耐熱性を有し、光ファイバセンサは高温環境で

適用可能なセンシング技術の構築に用いられるこ

とが期待されている。代表的な光ファイバセンサ

である FBG（fiber Bragg grating）センサは、高精

度なひずみ計測が可能である（参考図表 1）。申請

者らは、その FBGセンサの回折格子の中央に 180º

の位相ズレを形成した位相シフト FBG（PSFBG）

を導入することで、微弱で高速なひずみ変動であ

る超音波を計測可能にした [1] （参考図表 2）。 

しかし、光ファイバは耐熱性に優れるものの、

400℃以上になると、FBGや PSFBGは消失し始め

る。その一方で、FBG や PSFBG にアニーリング

処理を施すと、一度消失した回折格子が復活し、

耐熱性に優れた再生グレーティングセンサを得る

ことができた。先行研究[2]では、900℃までの耐熱

性を有する再生 PSFBG（RPSFBG）センサを高温

環境に直接設置し、超音波を受信することに成功

した（参考図表 3）。 

さらに、RPSFBGセンサの研究と並行し、レー

ザ超音波可視化検査装置（参考図表 4）に PSFBG

センサを組み込むことで、1000℃レベルの高温状

態にある構造部材に対しても、非接触で超音波を

励起させ、その伝播挙動を可視化することにも成

功している [3]。しかし、上記の高温計測を行う際、

PSFBGが高温に晒されないように、我々は光ファ

イバ自体を超音波のウェーブガイドとしても活用

した遠隔超音波計測法を構築してきた（参考図表

5）。この方法では、センシング部は高温環境から

常温環境に引き出さなければならないという使用

上の制限があり、センサを高温環境に直接設置す

ることが要求される場合には適用が困難である。 

一方で、RPSFBGは高温環境に直接設置できる

ため、光ファイバセンサとしての取り回しが容易

になる。そこで、本助成研究では、遠隔計測法の

代わりに、RPSFBG超音波センシングシステムを
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レーザ超音波可視化検査装置に融合することによ

り、レーザ超音波可視化検査の高温構造物への組

み込み易さを各段に向上させることを目指す。 

さらに、RPSFBGセンサは耐熱性に加えて、FBG

系センサとしての多重化も可能である（参考図表

6）。つまり、1 本の光ファイバに複数のセンシン

グポイントを付与できる。そのため、1 つの超音

波発信源に対して、多点での計測が可能なセンシ

ングシステムを構築できる。この多重化の特徴を

利用し、多点の RPSFBGを形成した光ファイバを

大型の高温構造物を網羅するように常時設置して

おけば、複数の超音波検査用センシングポイント

を構造全体に高密度で分散して配置することが可

能となる。そこで、検査したい場所やスキャン領

域の大きさに応じて、超音波発振用レーザの高さ

と位置を制御するだけで、検査を容易に実施でき

る。そうすることで、1 セットのセンシングシス

テムの計測可能な範囲は大幅に拡大されることに

なる。これにより、高温環境で運用される大型の

構造物や、長距離にわたって設置された高温ガス

配管などにおけるレーザ超音波可視化検査の効率

が劇的に向上される。 

２．方 法 

２．１ 高温環境でのレーザ超音波可視化検査 

提案技術の実現を目指し、はじめに、RPSFBGセ

ンサをレーザ超音波可視化検査装置に組み込むこ

とで、高温環境においても、超音波ガイド波の伝

播挙動を可視化することを試みる。 

図 1の左上に示すように、ここで超音波伝播の

動画を取得するためには、つくばテクノロジー社

製のレーザ超音波可視化検査装置（LUVI-CP2）を

用いる。この装置は、超音波励起用のレーザ照射

位置を制御しながら、RPSFBGセンサで受信した

超音波波形を記録し、そして伝播画像を形成する。

ただし、PSFBGセンサと比べ、アニーリング処理

で得られたRPSFBGセンサは反射スペクトルにお

けるピークが緩やかになるため、感度が大幅に低

下する（参考図表 3）。そこで、つくばテクノロジ

ー社と連携し、RPSFBGセンサを用いても超音波

を的確に計測できるように、より強い信号強度の

超音波を励起可能にするハイパワーYAG レーザ

を組み込めるように LUVIシステムを改造した。 

RPSFBGに対して、超音波を計測するためのセ

ンシングシステムを、エッジ・フィルター法に基

づいて構築する。つまり、図 1の左下側に示すよ

うに、システムの光源には波長可変レーザを用い、

RPSFBGのスペクトルの傾斜部にレーザ光の波長

を合わせることで、ひずみ変化により生じる反射

スペクトルの波長シフト量を、光パワーの変化と

してとらえる。 

高温環境下での検証実験では、図 1の右側に示

すような、850℃レベルまで加熱可能な高温炉を実

際に作製し、その中に、耐熱性に優れた SiCセラ

ミックスの板を設置して、その板における超音波

伝播の様子を可視化する。特に、レーザ超音波の

伝播動画による、き裂損傷検出の可能性を検証す

るために、そのセラミックス板の中央側面からノ

ッチを入れ、切り欠き損傷を作っておいた。 

超音波可視化検査の際、RPSFBGセンサはセラ

ミックス板の裏面に耐熱カーボンペストで接着し、

上面側からレーザを照射した。ただし、温度の変

化に伴う材料の伸び縮みがRPSFBGの反射スペク

トルに及ぼす影響を避けるために、接着点から約

10 mm離れた近傍の位置にRPSFBGセンサを設置

した。従来の研究では、回折格子は接着点から離

れて設置されても、受信波形は接着点における超

図 1 高温環境下での RPSFBGセンサを用いたレーザ超音波可視化検査 
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音波の挙動を的確に反映することが分かっており、

この接着構成は可視化検査の結果に悪影響を与え

ないと考えられる。そして、熱が炉から外に散逸

することを防ぐとともに炉内にレーザを通すのに、

高温炉の上に透明の耐熱ガラス板を敷いてある。 

２．２ 多点でのレーザ超音波可視化計測 

上記の高温実験には 1点のセンサが用いられた

が、複数の RPSFBGを形成した光ファイバを図 1

の左下に示すシステムに接続すれば、多点での計

測も可能となる。ただし、その構成による多点計

測を実現するためには、波長分割方式、すなわち

複数のRPSFBGのブラッグ波長が重ならないよう

に、光ファイバにおける反射光のスペクトルを設

計しなければならない。そこで、アニーリング処

理で形成した複数RPSFBGのスペクトルがお互い

に干渉しないように、光ファイバセンサメーカー

（株式会社フジクラ）と連携し、中心波長が十分

離れた複数のシード PSFBG を試作した。本研究

では、反射スペクトルの中心波長が 1538 

nm(PSFBG1, 図 2(a)), 1544 nm(PSFBG2, 図 2(b)), 

1550 nm(PSFBG3)にある、3種類のものを選んだ。 

 

図 2 (a)と(b)RPSFBG 形成に用いられたシード

PSFBGの反射光スペクトル； (c)と(d)は、アニー

リング処理過程 

次に、研究室で構築した超小型高温炉を用い、

3 つの PSFBG に対してそれぞれアニーリング処

理を行って RPSFBGを形成した。1550 nmにある

PSFBGの再生現象は、先行研究と上記の実験で繰

り返し検証できているが（参考図表 3）、中心波長

が 1538 nmと 1544 nmの PSFBGから RPSFBGを

形成するのは初めてであるため、アニーリング処

理プロセス中に、後者の 2つの反射スペクトルの

ピーク値を計測した結果を、図 2(c)と(d)に示す。

これらの結果から、400℃以上の温度になると反射

率が低下し始める 2つの PSFBGは、920℃で一度

消失した後、その回折格子が復活してくる様子が

見られた。つまり、アニーリング処理による再生

グレーティングの形成は 1538 nm と 1544 nm の

PSFBGにおいても確かめられた。形成後のスペク

トルに関する評価は第 3章で詳しく述べる。 

 

図 3 多点でのレーザ超音波可視化検査 

その後、形成した 3点の RPSFBGを一定の空間

間隔をおいて 1本の光ファイバに融着する。その

光ファイバをセンシングシステムに接続し、図 3

に示すような実験構成で、面積が 1000×1000 mm2 

である 1枚の正方形アルミ板において、多点での

レーザ超音波可視化計測を検証する。板の上面は、

均等な 4つの領域（1領域=500×500 mm2）に区分

され、そのうち 3つ、すなわち領域 1と 2と 3に

おける重心近傍にそれぞれ、反射光の中心波長が

1538 nm、1554nm、1550 nm付近に現れる RPSFBG1、

RPSFBG2、RPSFBG3を分散して設置しておく。超

音波計測の際、3 つの領域間を移動するレーザ照

射点の位置に応じ、センシング用光源から光ファ

イバへの入射光の波長も、該当領域の中心に設置

したRPSFBGに対応するスペクトルの傾斜部に合

うように切り替える。そうすることで、3 点のセ

ンサを用いてそれぞれの領域における超音波可視

化計測を実施可能にする。 

ただし、1 つの領域の占める面積は 500×500 

mm2であり、その領域における超音波伝播画像を

高解像度で取得しようとすると、1 回の計測で得

られる波形データは容量がとても膨大になるため、

実際には、図 3 に示すように、3 つの大きな計測

領域の中でさらに 16コマ（1コマ = 125×125 mm2）

に分けて可視化計測を実施する。各コマにおいて

波励起用のレーザは 2.5 mmの間隔で走査する。 
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３．結果と考察 

３．１ 高温レーザ超音波可視化計測の結果 

図 1 の実験構成において、室温から 800℃まで

の高温環境でレーザ走査を行い、超音波伝播の動

画を取得した。一例として、図 4に、800℃に加熱

したセラミックス板における超音波の伝播挙動を

可視化した結果を示す。このように、800℃までの

高温環境においても、RPSFBGセンサにより、レ

ーザ超音波を的確に可視化することができた。 

具体的に、図 4(a)は、板において超音波はまだ

伝わっていない状態を表している。Xと Y軸はそ

れぞれセラミックス板の幅方向と長手方向を指す。

セラミックス板に入れた人工欠陥の位置を白色の

線で表記する。図 4(b)から(d)までの時間歴で並べ

た画像より、超音波が長手方向に沿って、セラミ

ック板の左辺から右辺まで伝播する様子を明確に

観察することができた。 

 

図 4 800℃の高温環境下のセラミックス板にお

ける超音波伝播の可視化結果 

なお、それらの可視化結果から、き裂などの欠

陥に起因した、伝播挙動の変化を捉えることによ

り、損傷検知も可能となる。しかし、上記のレー

ザ超音波可視化技術で観察した超音波の伝播挙動

から、欠陥を検出する際、その条件によっては熟

練者の判断が必要となる。その理由は、可視化し

た超音波ガイド波に、分散性が異なる複数のモー

ドが混在しており、それらのモードはお互いに干

渉しながら進行方向に進むためであり、その複雑

な伝播挙動から、き裂により生じた変化を見分け

るのにガイド波に関する高度な専門知識が必要と

なる。より明確かつ簡便な損傷検知法を構築する

ために、図 4に示すような動画に対して三次元フ

ーリエ変換[3]を施すことで、進行波を除去し、反

射波を抽出することを試みた。図 5に示す、実際

にデータ処理した後の結果例では、欠陥からの反

射波が明瞭に表れていた。さらに、損傷の有無だ

けではなく、反射波の源にたどり着くことで、損

傷の位置も特定することができる。以上のように、

欠陥からの反射を的確に観察でき、800℃での高温

のまま、欠陥検出ができた。 

 

図 5 上：800℃での超音波の伝播を可視化。下：

データ処理により人工欠陥からの反射波を抽出 

３．２ 多点での超音波可視化計測結果 

次に、3点の RPSFBGを形成した光ファイバを

センシングシステムに接続した状態で、1536.5 nm

から 1550.5 nmまでの波長範囲にわたり波長可変

レーザを掃引させて取得した、反射光スペクトル

（図 6）を観察した。これにより、アニーリング

処理で形成した 3つの RPSFBGは、使用したシー

ド PSFBG の中心波長付近に現れることが確認で

きた。ここで、RPSFBG らの波長間隔はおよそ 6 

nmであり、スペクトルは干渉せずに十分に分離で

きている。超音波検査を行う際、センシングシス

テムの光源から光ファイバに入射した光の波長を、

それぞれ 3つのスペクトルにおける傾斜部に合わ

せれば、各 RPSFBGは独立したセンサとして用い

ることができる。 

続いて、図 3 に示す構成において、RPSFBG1、

2、3を用い、それぞれ領域 1、2、3における超音

波伝播の動画を取得した。その際に、各領域内で

さらに細かく区分されたコマごとに検査を施した。

それらの画像データを、各コマが対応する空間位

置に並べることで、1 領域全体における超音波の

伝播動画を形成可能にする。 
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図 6 3つのRPSFBGを形成した光ファイバへの

波長可変レーザ掃引による反射光スペクトル測定 

図 7(a)に、領域 1における計測が開始してから

35 sと 60 s経過した際の検査結果例を示す。こ

れにより、超音波は、RPSFBG1が貼り付けられた

中心位置から、領域全体にわたり広がっていく様

子が確認できる。センサ RPSFBG2と RPSFBG3で

取得した図 7(b)と(c)においても同じ現象が現れた。

したがって、異なる複数点での超音波も本システ

ムを用いて可視化可能であることが確認できた。 

 

図 7 多点での計測に基づく各領域における超音

波可視化検査の結果 

前に述べた通り、今のシステム構成による多点

計測の実現には、光ファイバにおけるそれぞれの

RPSFBGの反射スペクトルを十分に分離しなけれ

ばならない。しかし、構造物に着装した RPSFBG

の中心波長は、構造物の静的なひずみと、周囲温

度の影響も受ける。そのため、複数の RPSFBGの

スペクトルは常温環境で分離されたとしても、実

際に高温構造物に実装されると、お互いに干渉し

てしまう恐れがある。それらの実用上の問題に対

する対策として、まず、図 1の右側に示す実験構

成のようにRPSFBGセンサを接着点から少し離れ

たところに設置することにより、構造物における

ひずみがグレーティングに及ぼす影響を除去でき

る。さらに、運用中の対象構造物における設計温

度に基づいて、複数の RPSFBGの中心波長の間隔

を大きく設定すれば、温度変化による影響も避け

られる。例えば、温度が 1℃変化することで

RPSFBGの中心波長は約 0.012 nmシフトする。一

方で、図 6 に示すように、各 RPSFBG 間には、6 

nmの波長間隔がある。この場合、スペクトル上で

隣接する 2個の RPSFBGの間の温度差が 400℃程

度であれば、その 2個の RPSFBGのスペクトルは

干渉せずに的確に超音波を計測できる。そして、

波長間隔を広げれば広げるほど、光ファイバに付

与できるセンサの数が減るが、温度変動に強い多

点での超音波検査システムを構築することができ

る。 

４．結言 

本研究では、高温環境に直接設置できる光ファ

イバ超音波センシングシステムを、レーザ超音波

可視化検査装置に組み込むことで、高温のままで

適用可能な、高効率超音波検査システムを構築し

た。さらに、その多点での計測にも成功している。 

本提案は、高温環境で運用される構造物のメン

テナンスコストを大幅に削減するとともに、それ

ら構造物の信頼性向上にも貢献しうる、これまで

存在しなかった予兆保全技術の創出に貢献し、そ

れら構造物の運用に大きなインパクトを与えられ

ると考えている。 
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ニードルピーニング施工による打痕形状のばらつきが疲労強度に及ぼす影響の解明 

笛木 隆太郎 国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 海上技術安全研究所 

 

Effect of Variation of Dent Caused by Needle Peening on Fatigue Strength  

Ryutaro Fueki National Maritime Research Institute, Japan 

 

概要 ニードルピーニング（NP）は，鋼製のニードルピンを溶接止端部に打撃することで，溶

接部の疲労強度を向上させる手法である。NP の施工は，ツールを手で動かすことにより行う。そ

のため，NP により形成される打痕の形状，特に，打痕深さにばらつきが生じることが想定される。

本研究では，NP 施工方法と打痕深さのばらつきの大きさの関係性および打痕深さと導入される

圧縮残留応力の定量的関係を調査した。さらに，打痕深さが異なる複数の溶接試験片を用いて疲

労試験を行い，打痕深さの差が疲労強度に及ぼす影響について検討した。  

キーワード ピーニング，溶接，残留応力，疲労強度 

 

１ 諸言 

圧力容器は内圧の変動により，容器の膨張と収

縮が繰り返され，疲労強度が低い溶接部において，

き裂等の疲労損傷が生じやすい。近年，種々の材

質および形状の溶接継手について，溶接止端部に

ニードルピーニング（以下，NP）を施工し，圧縮

残留応力を導入することにより，継手の疲労強度

を向上させることが可能であることが報告されて

いる(1-3)。NP は圧縮空気や超音波で振動する鋼製

のニードルピンを溶接部の疲労強度上の最弱部で

ある溶接止端部に打撃することで，溶接部の疲労

強度を向上させる手法である。可搬性に優れた装

置も市販されており，圧力容器等の実構造物への

現場施工も可能である。 

NP施工による疲労強度向上因子としては，圧縮

残留応力の導入のほか，溶接止端部の応力集中の

緩和，組織の微細化，硬さの増加が挙げられるが，

著者らの過去の研究により，ピーニングによる溶

接部の疲労強度向上には圧縮残留応力の導入が寄

与するところが大きいことがわかっている(2, 4)。し

たがって，NP の施工に際しては，施工箇所全体に

十分な圧縮残留応力が導入されるように施工する

ことが必要である。 

NP の施工は，ツール（ピーニングヘッド）を手

で動かし，溶接止端部の止端線が完全に消失し，

ピンの形状が転写されたことが確認できるまでピ

ンの打撃を繰り返すことにより行う。そのため，

NP により形成される打痕の形状，特に，打痕深さ

にばらつきが生じることが想定されるが，施工方

法の違いが打痕深さのばらつきの程度や疲労強度

に及ぼす影響について，定量的に検討した研究は

見当たらない。この点を明らかにすることにより，

NP 施工条件の最適化や品質管理方法の改善に資

する知見が得られるものと期待される。 

そこで，本研究では，NP 施工方法と打痕深さの

ばらつきの大きさの関係性および打痕深さと導入

される圧縮残留応力の定量的関係を調査した。さ

らに，打痕深さが異なる複数の溶接試験片を用い

て疲労試験を行い，打痕深さの差が疲労強度に及

ぼす影響について検討した。 

 

２ 実験方法 

２．１ 供試材 

 供試材には溶接構造用圧延鋼SM490Aを使用し

た。SM490A の化学成分を表 1，機械的性質を表 

2 に示す。 

 

表 1 化学成分（質量%） 

C Si Mn P S Nb V 

0.11 0.24 1.35 0.015 0.005 0.013 0.003 

 

表 2 機械的性質 

降伏応力 [MPa] 引張強さ [MPa] 伸び [%] 

386 520 26 
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２．２ 溶接継手の製作方法 

 板厚 19 mm の供試材に対して図 1 (a)のような

X 型開先を加工し，図 1 (b)に示す順序で 4 層 4 パ

スのサブマージアーク溶接を施工して，図 2 に示

す形状・寸法の突合せ溶接継手を製作した。溶接

板は，溶接施工方向を基準に上下左右の方向を定

め，計測やデータ整理の際，継手の方向が管理で

きるようにした。溶接条件は表 3 の通りである。

溶接施工後，裏面の余盛は除去し，研磨仕上げし

た。 

 

 

(a) 開先形状・寸法        (b) 溶接順序 

図 1 開先の形状および溶接順序 

 

 

図 2 溶接継手の形状および試験片採取範囲 

 

２．３ ピーニング方法 

 図 2に示した突合せ溶接継手の溶接止端部 2箇

所（左側および右側）に対し，東洋精鋼㈱製の可

搬型エアー式ニードルピーニング装置を使用して

NP を施工した。NP 条件は表 4 に示す 2 種類とし

た。条件 1 は NP の打撃力およびパス数（施工回

数）を可能な限り小さくし，打痕深さが極力小さ

くなるように設定した施工条件である。一方，条

件 2 は，NP の打撃力およびパス数を可能な限り

大きくし，打痕深さができる限り大きくなるよう

に設定した施工条件である。NP の施工は，溶接継

手 1 枚につき，1 種類の NP 施工条件とし，左右

両側の溶接止端部に同じ条件で施工した。施工中

の様子を図 3 に示す。 

 

表 3 溶接条件 

パス

No. 

溶加材

線径 

[mm] 

電流 

[A] 

電圧 

[V] 

溶接速度 

[cm/min] 

入熱量 

[kJ] 

1 Φ2.4 320 32 28 22 

2 Φ2.4 380 34 24 32 

3 Φ2.4 320 32 25 25 

4 Φ2.4 380 34 34 32 

 

表 4 NP 条件 

No. ピン先端

径 [mm] 

エアー圧力 

[MPa] 

平均施工速度 

[cm/min] 

パス数 

1 1.5 0.3 50 2 

2 1.5 0.5 50 3 

 

 

図 3 溶接止端部への NP 施工の様子 

 

２．４ 試験片形状・寸法 

 溶接ままおよび NP 施工した溶接継手について，

図 2 の試験片採取範囲より，短冊状に試験片を切

り出した。試験片の形状および寸法を図 4 に示す。 
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図 4 試験片形状・寸法 

 

 

図 5 試験片外観 

 

２．５ NP施工により生じた打痕深さの測定方法 

  溶接部周囲の形状をレーザー変位計により計

測した。図 6 に示すように，溶接ビードを含む試

験片長手方向に 40 mm の範囲の変位を計測した。

この計測を試験片短軸方向に 1 mm ずつずらしな

がら行い，1 つの試験片につき，39 個の形状プロ

ファイルを取得した。 

 打痕の深さ dは，形状プロファイルより， 図 7

のように，打痕の最深点と母材平滑部のデータよ

り評価した回帰直線の距離として評価した。 

 

２．６ 残留応力測定方法 

 X 線回折応力測定装置を使用し，cosα法により

打痕底部の表面残留応力を測定した。特性 X 線に

は CrKα 線を使用し，残留応力の計算には 211 面

の回折 X 線の測定データを使用した。コリメータ

はφ0.5 mm（X 線照射範囲：φ1.2 mm）のものを

使用した。測定箇所は，図 8 に示す通り，片側 7

点ずつとした。 

 

 

図 6 形状計測位置・範囲 

 

図 7 打痕深さ dの評価方法 

 

 

図 8 残留応力計測箇所 

 

２．７ 疲労試験方法 

 20 トンおよび 30 トンの油圧サーボ式疲労試験

機を使用し，正弦波の荷重制御にて，試験片長手

方向に対する単軸引張疲労試験を実施した。応力

比 Rは 0.05，繰返し周波数 fは 5 Hz である。疲労

試験は 2×106回の繰返しをもって打ち切った。 

 

３ 実験結果・考察 

３．１ 打痕深さ 

 条件各試験片の打痕深さの平均値を棒グラフで

示したグラフを図 9 に示す。エラーバーは標準偏

差である。図 9 より，NP 条件 1 では，打痕深さ

の平均値が左右の施工部で同等なのに対し，NP条

件 2 は左右の施工部の平均値の差が大きく，標準

偏差も NP 条件 1 に比べて大きい。NP 条件ごとに

すべての打痕深さのデータより平均値および標準
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偏差を求めた結果が表 5 である。表 5 より，NP

条件 2 では，NP 条件 1 に比べて，打痕深さが約

1.5 倍，ばらつきが約 1.7 倍大きいことがわかる。

NP 条件 2 の方が，打痕深さが大きくなったのは，

エアー圧力および施工パス数が NP 条件 1 よりも

大きいためであり，意図した結果が得られている。

ただし，ばらつきもNP条件 2の方が大きいのは，

NP 条件 2 の方が施工の安定性が悪くなるためで

あると思われる。NP 条件 1 では，ピーニング時の

エアー圧力が低いため，施工時に施工者がピーニ

ングヘッド（図 3）から受ける反動が少なく，施

工速度の制御がしやすいが，エアー圧力が高いNP

条件 2 では，ピーニングヘッドからの反動が大き

くなるため，ピーニングヘッドを一定の速度で保

持することが難しくなる。したがって，ピーニン

グの打撃力が強い施工条件での施工は，施工時の

安定性が悪くなるため，打痕深さのばらつきが大

きくなる可能性があることに注意が必要である。 

 

 

図 9 各試験片の打痕深さの平均・標準偏差 

 

表 5 NP 条件ごとの打痕深さ平均・標準偏差 

NP 条件 打痕深さ平均値 [mm] 標準偏差 [mm] 

1 0.057 0.018 

2 0.084 0.030 

 

 

３．２ 打痕深さと残留応力の関係 

 NP条件 1およびNP条件 2の各試験片から得ら

れた打痕深さおよび残留応力測定結果を打痕深さ

と残留応力の関係としてプロットしたグラフを図 

10 に示す。各残留応力測定箇所における打痕深さ

は，残留応力の計測位置および隣接する計測位置

±1 mm の 3 箇所の打痕深さを平均して用いた。 

 図 10 より，NP 施工後の打痕底部における残留

応力は圧縮となっていることがわかる。打痕深さ

と残留応力の間には弱い負の相関がみられる（相

関係数：-0.28）が，残留応力のばらつきの範囲は，

およそ 400 MPa 程度と大きい。また，打痕深さ 0.1 

mm 以下の範囲では，圧縮残留応力が 0 MPa 付近

のデータも見られる。打痕深さが同一であっても，

圧縮残留応力が著しく低いデータが存在する原因

として，NP施工により打痕底部に生じた鱗片上の

剥離部を計測した可能性が挙げられる。既往の研

究(5)において，溶接止端部をピンで打撃する際，

打痕表面に鱗片状の剥離が生じる場合があること

が確認されており，剥離部の残留応力は解放され

るため，圧縮残留応力が他の結果にくらべて著し

く小さくなる場合があることが報告されている。

本研究では，測定部における剥離の有無を確認で

きていないが，NP施工時に剥離部が生じる可能性

は十分に考えられる。 

図 10 より，打痕深さが 0.1 mm 以上では，-500 

MPa から-200 MPa 程度の圧縮残留応力が導入さ

れていることがわかる。圧縮残留応力が大きいほ

ど，疲労強度は向上することから，圧縮残留応力

を十分に導入するという観点では，打痕深さが 0.1 

mm 以上になるような施工条件にて施工すること

が望ましいと考えられる。しかし，1 章で述べた

通り，NP 施工後の溶接部の疲労強度は，溶接止端

部の応力集中，硬さ，組織の変化も副次的に寄与

するため，打痕深さの違いがこれらの因子に及ぼ

す影響については，別途調査が必要である。 

 

３．３ 疲労試験結果 

 疲労試験により得られた S-N 線図を図 11 に示

す。図 11 でアスタリスク（*）を付したプロット

は母材（チャック部）より破断したことを示して

いる。アスタリスクのないプロットは，溶接まま

材の場合，溶接止端部，NP 施工材の場合は打痕部

を起点に破断したものである。 
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図 10 打痕深さと残留応力の関係 

 

 

図 11 疲労試験結果（S-N線図） 

  

疲労試験結果の比較にあたり，試験片を試験機

に固定（チャック）する際に，試験片の角変形が

矯正されることで生じる 2 次的な応力の大きさを

調査した。表 6 は，試験機への取り付け時に試験

片表面（溶接余盛および NP 施工面側）に生じる

ひずみをひずみゲージにより計測し，応力に換算

した結果である。溶接による角変形は図 12 (a)の

ような形態が一般的であるが，図 12 (b)のような

形状の試験片が存在していた。これは，溶接施工

の際に角変形低減のため，逆ひずみ法にて溶接を

実施したが，想定よりも角変形量が小さく，結果

として図 12 (b)のような形状になったものと考え

られる。 

表 6 に示した結果より，角変形の方向と大きさ

により，チャック時に表面側に生じる応力の方向

および大きさに大きな違いがあることから，試験

片の種類により，実質的な応力比が異なっている

ため，図 11 の S-N 線図で直接疲労強度を比較す

るのは適切でない。また，図 11 からわかるよう

に，NP 条件 1 については，破断した試験片のすべ

てが母材から破断しており，必ずしも NP 施工部

の疲労強度が反映されたデータとなっていないた

め，疲労寿命の直接的な比較はできない。 

 そこで，2×106回疲労強度を疲労限度とみなし，

修正グッドマン線図の考え方に基づき，疲労限度

を試験応力比相当の値に補正することで，疲労限

度の大小を比較検討する。修正グッドマン線図は

両振り （R=-1）疲労限度 σw,R=-1 と引張強さ σB を

結び，任意の応力比における疲労限度を評価する

ものである。ここでは，疲労試験で得られた疲労

限度を，試験応力比に表 6 の平均応力を考慮した

実質応力比 Re における疲労限度 σw,R=Re とみなし，

σw,R=Reと引張強さ σBを結んで修正グッドマン線図

に準ずる線図を求め，試験応力比 R = 0.05 相当の

疲労限度 σw,R=0.05を評価した。 

疲労限度の試験結果および評価結果を表 7 に

示す。σw,R=0.05ベースで試験結果を比較すると，NP

施工した試験片の σw,R=0.05は，溶接まま材に比べて

19%～23％向上していることがわかる。また，NP

条件 1 と NP 条件 2 の σw,R=0.05は，ほぼ同値となっ

ており，NP 条件の違い，すなわち，打痕の深さの

違いによる疲労限度の差は小さいと考えられる。

ただし，NP 条件 1 については，破断した試験片の

すべてが母材から破断しており，必ずしも NP 施

工部の疲労強度が反映されたデータとなっていな

いため，NP条件1の真の疲労限度は表 7のσw,R=0.05

よりも大きい可能性も考えられる。NP条件の違い

による疲労強度の差の大小については，今後，よ

り多くのデータから検証することが必要である。 

 

 

(a) θ > 0           (b) θ < 0 

図 12 角変形の方向 
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表 6 角変形・チャック時の表面側の応力 

試験片種別 角変形 [°] 

チャック時の 

表面側の応力 

[MPa] 

溶接まま -0.3 -11 

NP 施工あり 

（条件 1） 
-0.5 -44 

NP 施工あり 

（条件 2） 
0.7 97 

 

表 7 疲労限度の試験結果・評価結果 

試験片種別 
Re 

[-] 

σw,R=Re 

[MPa] 

σw,R=0.05 

[MPa] 

溶接まま -0.02 80 78 

NP 施工あり 

（条件 1） 
-0.19 100 93 

NP 施工あり 

（条件 2） 
0.37 80 96 

 

４ 結言 

 本研究では，NP施工方法と打痕深さのばらつき

の大きさの関係性および打痕深さと導入される圧

縮残留応力の定量的関係を調査した。さらに，打

痕深さが異なる複数の溶接試験片を用いて疲労試

験を行い，打痕深さの差が疲労強度に及ぼす影響

について検討した。本研究で得られた知見を以下

に述べる。 

(1) エアー圧力が大きく，重ね打ち回数が大きい

ほど，NP 施工による打痕の深さは大きくな

り，打痕深さのばらつきも大きくなる。これ

は，エアー圧力が高い条件では，ピーニング

ヘッドから施工者の手に伝わる反動が大き

くなるため，ピーニングヘッドを一定の速度

で送ることが難しくなり，施工の安定性が悪

くなるためであると考えられる。よって，ピ

ーニングの打撃力が強い施工条件での施工

は，打痕深さのばらつきが大きくなる可能性

があることに注意が必要である。 

(2) 打痕深さが大きいほど，圧縮残留応力は大き

くなる傾向がみられた。 

(3) 打痕深さが 0.1 mm 以上では，-500 MPa から-

200 MPa 程度の圧縮残留応力が導入されてい

た。圧縮残留応力を十分に導入するという観

点では，打痕深さが 0.1 mm 以上になるよう

な施工条件にて施工することが望ましいと

考えられる。 

(4) NP施工した突合せ溶接試験片の疲労限度は，

溶接まま材に比べて 19%～23％向上した。 

(5) 打痕の深さの違いによる疲労限度の差は小

さい。 
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